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１．はじめに

（１）研究の背景

　21世紀に入って、はや10年近くが経過し、国土計画も

一連の全総計画から国土形成計画へと新たな方向に変化

してきている。全国的な幹線鉄道網計画については、そ

のような国土計画の一部をなしているにもかかわらず、

高度経済成長期の 1970 年に制定された全国新幹線鉄道

整備法(以下、全幹法)のまま現在まで至っており、30年

以上にわたって新たな全国計画は策定されていない。

　同法における整備計画路線(整備新幹線)の建設は、

1990年代以降、財源の目処がつくたびに徐々に進行して

いるものの、その先の基本計画線の整備をどの程度実施

すべきか、あるいは、それ以外の在来線を含めた国土全

体の幹線鉄道網をどこまで構築すべきかなどについて

は、一向に明確になっていない。

　最近になって、基本計画線である中央新幹線の一部区

間について、鉄道会社が自己資金によってリニア新幹線

として建設する方針を示しており、具体化な動きも出始

めている。このような既存の交通機関にはない超高速の

路線の出現は、過去の例に照らして、日本の幹線鉄道網

と国土構造に新たな展開をもたらす可能性がある１)。し

かし、幹線鉄道網整備に関する正確な議論は、その必要

性が指摘されている２)３)ものの、あまり進んでいないの

が実状である。

　いっぽう、世界的に目を移すと、環境問題に対する意

識の高まりから、欧州におけるTGVやICEなどの高速鉄道

網整備が進行しているだけでなく、今や自動車大国の米

国ですら高速鉄道整備に興味を示す時代になってきてい

る４)５)。長期的には、移動に要するエネルギー効率が国

力に大きな影響を及ぼすとの意見６)もあり、わが国でも

整備新幹線やリニア新幹線などの建設の議論はもとよ

り、在来線改良も含めた国土全体の幹線鉄道網の将来像

を示すことが必要に時期に来ていると考えられる。

（２）研究の目的

　本研究では、都道府県間を結ぶ幹線鉄道網を分析対象

とし、新幹線建設と在来幹線の改良に対してどの程度の

費用を投入することによってどれだけの利便性向上が得

られるかについて、組合せ最適化問題として分析した。

　幹線鉄道網の利便性向上策としては、主要駅で必ず他

路線に短時間で乗継ぎができることを目指して成功を収

めたスイスの幹線鉄道政策 Rail2000７)がある。運行頻度

と区間所要時間の関係などについては、すでに明らかに

されており８)、以下のようにまとめられる。

①乗継ぎ元と乗継ぎ先の運行間隔をそろえること。

②不必要に乗継ぎ先の出発時刻を遅らさないこと。

③交通結節点が１つだけで閉ループが無い場合は、交

通結節点への集合時刻さえ決めればよい。

④ネットワーク上の閉ループに沿って一周した際のリ

ンク走行時間の総和は、運行周期の整数倍とする。

⑤複数の交通結節点が存在する場合、これらの間のリ

ンク走行時間は、運行周期の半分の整数倍とする。

Rail2000 と全く同様の幹線鉄道網を構築するには、上記

条件に従って多元の連立方程式を作成して解けばよい。

しかし、実際には次のような課題が存在するため、その

ような結果は実用的ではない。

①スイスでは人口密度が少ないにもかかわらず、都市

間鉄道を30分間隔で運行しようとしているが、日本

では路線により運行頻度が大きく異なる。

②新幹線などの広域的な移動を担う路線では、乗継ぎ

目的の長時間停車が難しい。

③別の短絡経路が存在するなどのために、必ずしも乗

継ぎを意図する必要がない場合がある。

④日本の幹線鉄道網では、隣接する交通結節点間が非

常に短い場合があり、上述の条件を満たすとかえっ

て所要時間を大幅に伸ばしてしまうことがある。

⑤スイスでは鉄道政策にかなり多額の費用が投入され

たが、日本では財源が乏しく、費用制約が大きい。

このような事情を考慮した日本の幹線鉄道網に適した改

良計画を立案するには、一定の費用制約を設けて、その

制約下で利便性を表現する一定の指標を最適化するとい

う方法が必要と考えられる。これは、費用制約下におけ

る投入内容の組合せ最適化問題となる。
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　このような最適化問題は、いわゆるナップサック問題

と呼ばれる整数計画問題であり、その具体的な数値計算

については遺伝的アルゴリズム(Genetic Algorithm: GA)

や動的計画法(Dynamic Programming: DP)が用いられる。後

者については、問題を部分問題に分割して多段決定でき

ることが前提であるが、本研究では乗継ぎ利便性までを

考慮した分析を試みているため、特定の路線改良プロ

ジェクトを複数同時実施した場合にのみ評価値が大きく

変化するような事態が発生しうる。このような状況を考

慮し、本研究ではGAを用いて求解することとした。

　本研究に至る一連の研究では、これまでにも同様の計

算システムを用いて分析を行っていたが、計算に極めて

長時間を要していたため全国を対象とする分析が難し

かった。本研究では、計算システムを改良することに

よって計算速度を大幅に向上させ、分析対象ネットワー

クが比較的大きくても実用的な計算期間内に実用的な計

算結果を得ることができるようになった。

　本研究は、その計算結果に基づき、わが国の幹線鉄道

網には、さらなる整備の余地があるのか、それとも、十

分な整備が行われており既に飽和状態に達しているのか

について明らかにすることを目的としている。

　利便性向上を計測する観点としては、鉄道先進国であ

るスイスにおける幹線鉄道政策Rail2000が乗継ぎ利便性

向上を目指して成功したことや、都市間交通は運行頻度

が必ずしも高くないので乗車時間だけでなく、実際の利

便性を反映した指標を採用する必要があること９)などを

考慮し、期待所要時間(Expected Traveling Time: EVTT)を

用いる。

２．幹線鉄道網に関連する既存の研究など

　幹線鉄道網に関する研究としては、様々なアプローチ

があるが、幹線鉄道網が国土構造の一部をなす骨格であ

るとの視点の研究としては、高速交通体系の整備水準の

変化を定量的な面からとらえた近藤・青山の研究10）、都市

間交通の整備水準を所要時間の厳格な定義により計測す

る方法を示すとともに、明治以降のわが国の都市間交通

整備の特徴を明らかにした中川・波床らの研究11）がある。

文献 11)では、都市間交通では列車等の乗車時間だけで

なく、運行頻度や乗継ぎ時間などについても、移動の実

質的な利便性に大きな影響を与えるとの観点から、整備

水準計測に期待所要時間(EVTT)を採用している。

　また、幹線交通整備によって将来的に整備水準がどの

ように変化するかを計測した研究としては、奥山・高梨

らの研究12）、文献11)の整備水準計測法を一般化費用に拡

張することによって、鉄道整備プロジェクトの便益評価

とした野村・青山らの研究13）がある。東海道新幹線の建

設前の需要予測を事後的に検証し、幹線交通の需要予測

に関する教訓や要件を導き出した研究としては、土井・

柴田の研究14）もあるが、これについても一種の将来予測

研究と考えられる。

　このような将来の整備水準を計測する研究に共通する

特徴としては、特定のプロジェクトを想定して、それに

対する評価を行っていることが挙げられる。だが、実際

には幹線鉄道プロジェクトは複数存在しており、一つの

プロジェクトを実施に移せば他のプロジェクトに鉄道網

を介して影響が及んだり、資金制約の面で影響が及んだ

りすることが考えられ、実際にはプロジェクトを独立し

て評価することが難しいことが多い。

　このような交通網独特のプロジェクト評価の特徴を考

慮した研究としては、高速道路網に関するものである

が、青山・松中らの研究15）16）17）、田邊・井田らの研究18）があ

る。高速道路網については、すでに全体構想は示されて

おり、文献15)-17)では、個々の路線の短期的な視点から

の整備効果の評価に基づいて整備を行うと、必ずしも最

適なネットワークが形成されないことを指摘するととも

に、未完成路線の建設凍結は最適な選択ではないもの

の、全線建設についても適切ではないことなどを明らか

にしている。また、分析手法としては、未完成路線ごと

に着工の有無を設定し、組合せ最適化問題として GA を

使った分析がおこなわれているが、公共交通にそのまま

適用できるわけではない。

　以上の既存の研究を参考とすると、全国的な幹線鉄道

網の分析をおこなうためには、少なくとも以下の 2 点に

配慮することが必要であると考えられる。

①都市間交通では列車等の乗車時間だけでなく、運行

頻度や乗継ぎ時間などについても、移動の実質的な

利便性に影響を与えるため、これを考慮する。

②個々の路線の評価をおこなっても、必ずしも最適な

ネットワーク形成にはつながらないので、ネット

ワーク全体を評価するような方法を採用すること。

３．分析内容と方法

（１）分析の枠組み

　本研究では、新幹線や在来幹線鉄道で構成される幹線

鉄道網を分析対象とし、一定の費用制約を与え、その費

用制約の下で最も利便性の高い幹線鉄道網とはどのよう

なものであるかを組合せ最適化問題として分析する。第

1 章で説明したように、本研究では利便性の視点として

EVTTを用いる。

　具体的には、幹線鉄道網の各区間ごとに新線建設を含

めた路線改良の段階を複数準備し、その中から改良のレ

ベルを選ぶ。また、都市間交通では乗継ぎ利便性が全体

の利便性に大きな影響を与えることから、各区間におい

て列車の出発時刻についても選択肢の中から選ぶ。この



ような選択肢の組合せの中から、都市間移動の際のEVTT

の総量が最小になる組合せを探す。EVTTの総量が少ない

ほど良いネットワークであり、投入費用がどれだけEVTT

の総量の減少に寄与したかといった観点から分析をおこ

なう。なお、EVTTを採用した理由としては、路線網の評

価にあたっては、単なる列車の走行時間だけでなく、乗

継ぎの利便を反映しうる指標だからである。

　現在の幹線鉄道整備は全幹法に基づいているが、同法

の下では、基本的には新幹線建設という選択肢しかな

い。しかし、今後の幹線鉄道の整備方針は、必ずしも既

存の方法だけにとらわれる必要がないため、路線の改良

選択肢の作成にあたっては、これまでの研究の結果８)19)20)

を参考に、在来線改良も選択肢に加えて分析した。

（２）分析対象

　分析対象地域は図1に示すような沖縄を除く都道府県

を結ぶ幹線鉄道網(JR 線および第 3 セクタ鉄道)である。

また、新幹線は航空路線の有無の影響を大きく受けるた

め、主要航空路線(1日5往復以上)も考慮した。主要地点

間の所要時間や運行頻度については、旅客流動量のデー

タ年次を考慮して2005年時点のものを基本とした21)。

　整備新幹線については、2008年末時点で工事中の区間

が完成した状態(九州新幹線は鹿児島ルート全通、長崎

ルートは一部区間がスーパー特急として開通、北陸新幹

線は金沢以東が開通、東北新幹線は全通、北海道新幹線

は新函館以南が開通)を想定した。基本計画線について

は、四国新幹線の海峡横断部分および中央新幹線(東京-

甲府-名古屋-奈良-大阪)については、既設の幹線鉄道

が存在しないため、在来線改良は考慮せずに新規建設だ

けを考慮した。それ以外の基本計画線と整備計画線の未

着工区間については、在来線改良と新線建設を考慮し、

基本計画線と整備計画線のいずれにも該当しない幹線に

ついては在来線改良だけを考慮した。

　評価値計算に用いたEVTTの計測地点としては、各都道

府県の県庁所在都市の代表駅とした。在来線相互または

新幹線相互の乗継ぎ時間は2分、在来線と新幹線を乗り

継ぐ場合は7分必要であるとした。なお、計算効率化の

ため、乗継ぎ時間を駅によらず同一の値としたが、市販

の時刻表でも新幹線と在来線との乗継ぎ時間は一部を除

き5~10分程度と案内されており、これを7分に固定す

ることの影響はさほど大きくない。また、同一種相互の

乗換を2分に固定したことについても、日本の鉄道駅は

小規模なものが多く、移動距離そのものは小さいため、

計算結果への影響は軽微と考えられる。

　分析の基準年である2005年のEVTTについては、実際の

鉄道および航空路線の運行ダイヤ21)22)に基づいて、文献

23)のシステムの改良版を用いて計測した。

（３）路線改良費用・新設費用

　本研究のような方法では、路線の改良や建設に要する

費用の設定状況が結果に影響を与えるが、本研究では比

較的近年に実施された複線化・電化・在来線高速化・新線

建設の事例や試算値などをもとに、改良単価を設定し

た。表１は本研究で使用した在来線の改良単価24)-32)の一

覧であり、選択肢作成の際はこれらの中から対象として

いる路線に最適なものを使用して改良選択肢を作成す

る。表２は選択肢作成にあたって、電化や複線化を要す

る場合に使用する単価28),33)-39)である。

　表３は、路線改良よりもさらに時間短縮をおこなう場

合に使用する新線建設単価29),40)-44)である。表３にはあわ

せて新幹線の高速化に要する単価も示している。また、

新幹線の高速化については、東海道新幹線の高速化事業

(のぞみ号の運転)の事例45)をもとに、速度向上幅に比例

して改良費用単価も大きくなるように設定した。新線建

設の場合についても、300km/h上の高速運転を想定する場

合には、260km/h対応の新線を建設費する場合の建設費に

加えて、この高速化の単価をあらかじめ加算してある。

新幹線区間の表定速度については、文献 20)と同じ方法

で設定した。なお、いずれもデータ年次の違いを考慮す

るため、費用等は企業物価指数(総平均)を用いて2005年

度価格に換算している。

　これらをもとに、幹線の主要区間ごとに現状、および

所要時間を５分刻みで短縮した場合の選択肢を、例えば

表４のように作成した。ただし、乗換え時間を２分もし

くは７分と設定していることを考慮し、所要時間の設定

値は５分の倍数から２分を差し引いた値を原則とした。

!"#$%&'()*+,-./
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このように改良の程度を離散的な値にすることにより、

費用制約下における、改良対象路線・改良対象内容・列車

の出発時刻設定の組合せ最適化問題として分析できるよ

うにしている。同じ時間短縮量で改良方法が複数ある場

合は、改良費用の小さい方法を用いて路線改良内容の選

択肢を作成した。なお、選択肢を作成する際、より実際

的な選択肢となるように、次のような基準を併用した。

a) 曲線を高速で通過できる振子式車両を使用してい

る路線は、通常の軌道強化等の方法による改良の余

地が少ない。そこで、対象路線がそのような路線の

場合、表１に示した事例のうち振子式車両使用路線

の改良事例データを用いる。対象路線が振子式車両

を使用していない場合は、特に制限しない。

b)近年は、動力方式の違いが速度に与える影響が小さ

くなってきているので、電化・非電化の別は表１に

示した各事例の採否に影響させない。ただし、対象

路線が非電化で、採用しようとしている表１上の事

例が電化を前提としている場合は、電化費用を加算

する。電化は改良区間長にかかわらず、区間全体を

電化する。

c)改良前の速度が対象路線となるべく似た事例を表１

から選ぶようにするため、対象路線の改良前の表定

表 1　在来線改良費用の単価設定
改良前の条件 改良後の条件

改良単価

[億円/Km] 参考事例 文献

単

複

電

化

振

子

表定速度
[km/h]
Vboption

単

複

電

化

振

子

表定速度
[km/h]
Vaoption

単 電 振 51.5 単 電 振 69.7 0.64 紀勢線(白浜-新宮)の高速化試算

24)
〃 〃 〃 51.5 〃 〃 非 96.8 13.45 　　　　〃　　　　　ミニ新幹線化試算(路線の付替を伴う)

複 〃 〃 85.5 複 〃 振 92.0 0.13 阪和線(天王寺-和歌山)の高速化試算

〃 〃 〃 86.7 〃 〃 〃 98.9 0.81 紀勢線(和歌山-白浜)の高速化試算

〃 〃 〃 86.7 〃 〃 非 115.1 12.36 　　　　〃　　　　　　ミニ新幹線化試算(路線の付替を伴う)

〃 〃 〃 94.6 〃 〃 振 106.2 5.60 中央線(高尾-甲府)の130km/h化試算
25)

〃 〃 〃 94.6 〃 〃 〃 123.1 20.13 　　　　〃　　　　　160km/h化試算

単 非 非 46.3 単 非 非 56.8 0.21 津山線(津山-岡山)の高速化事業 26)27)

〃 〃 〃 57.4 〃 電 〃 67.9 2.02 山陰線(園部-福知山)の高速化事業 28)

〃 〃 〃 58.8 〃 非 〃 68.8 0.14 宮福線(宮津-福知山)の高速化試算(KTR気動車の場合)

28)〃 〃 〃 58.8 〃 電 振 90.4 1.88 　　　　〃　　　　　　高速化試算(651系電車の場合)

〃 〃 〃 58.8 〃 〃 非 78.7 1.30 　　　　〃　　　　　　高速化試算(485系電車の場合)

〃 〃 〃 63.2 〃 〃 〃 83.0 5.87 北越急行(六日町-犀潟)の130km/h運転試算
28)

〃 〃 〃 63.2 〃 〃 〃 105.0 5.37 　　　　〃　　　　　　　160km/h運転試算

〃 〃 〃 66.2 〃 非 振 73.7 0.10 中村線(窪川-中村)の高速化事業 28)

〃 〃 〃 68.3 〃 〃 〃 88.6 0.41 智頭急行(上郡-智頭)の130km/h運転試算(2000系気動車の場合)

28)〃 〃 〃 68.3 〃 電 〃 92.9 1.22 　　　　〃　　　　　　130km/h運転試算(381系電車の場合)

〃 〃 〃 68.3 〃 〃 〃 100.5 2.09 　　　　〃　　　　　　160km/h運転試算

複 電 〃 68.8 複 〃 非 87.1 4.82 奥羽線(福島-山形)のミニ新幹線化(山形新幹線) 29)

単 〃 〃 68.8 単 〃 〃 83.7 0.29 日豊線(延岡-宮崎)の高速化事業 30)

〃 〃 〃 71.4 〃 〃 〃 90.9 4.65 田沢湖線等(盛岡-秋田)のミニ新幹線化(秋田新幹線) 29)

〃 非 〃 72.4 〃 非 振 81.6 0.74 高徳線(高松-徳島)の高速化事業 28)

〃 電 〃 72.4 〃 電 非 99.7 4.65 奥羽線(山形-新庄)のミニ新幹線化(山形新幹線延伸) 29)

複 〃 〃 78.8 複 〃 〃 85.5 1.57 白新線・羽越線(新潟-酒田)の高速化試算 31)

単 非 〃 79.5 単 非 振 97.6 0.32 山陰線(鳥取-米子)の高速化事業 32)

複 電 〃 85.4 複 電 〃 100.5 0.19 日豊線(小倉-大分)の高速化事業 28)

表２ 複線化・電化費用の単価設定

億円/Km 備考

複線化 13.10 単線→複線の線増費用

電化 0.98 複線の場合は２倍必要, 160Km/h運転の場合必須

表３ 新線建設・新幹線速度向上費用の単価設定

億円
/Km

表定速
度(Km/h)

備考

新線建設130km/h 29.30 91.9 複線電化[延長10.0km以上]

新線建設160km/h 35.95 113.1 複線電化[延長12.3km以上]

新線建設260km/h 58.18 213.3 フル規格新幹線[延長20.0Km以上]

新線建設300km/h 61.29 253.4 フル規格新幹線[延長23.1Km以上]

新線建設320km/h 62.84 273.5 フル規格新幹線[延長24.6Km以上]

新線建設350km/h 65.17 303.5 フル規格新幹線[延長26.9Km以上]

新線建設500km/h 188.88 453.9 リニア新幹線

新幹線高速化 0.78 +10.1 最高速度の向上幅10km/hあたり

表４　山陰線(鳥取 -米子)の改良選択肢(例)
番 分 費用

[億円]
改良後の状態 改良長

(km)
参考事例

1 62 0 単線,非電化,振子  0 基本

2 58 117.0 単線,電化,振子 64.4 紀勢線(和歌山-白浜)
の高速化試算

3 53 468.7 単線,電化,非振子   61.0 紀勢線(和歌山-白浜)
のミニ新幹線化試算

4 48 964.8 単線,電化,振子 86.8 中央線(高尾-甲府)の
160km/h化試算

5 27 5393.3 複線,電化,非振子  92.7 260Km/h 新線

6 22 5681.6 複線,電化,非振子  92.7 300Km/h 新線

7 19 5041.3 複線,電化,非振子  92.7 350Km/h 新線



速度をもとに、次式を満たす範囲で表１から事例を

選ぶ。

Vboption ≦ 1.1 Vbtarget [1]

Vbtarget :対象路線の改良前表定速度

Vboption :表１の事例の改良前表定速度

d)対象路線の改良後の表定速度が過大にならないよう

にするため、次式のように、表１の各事例における

速度向上幅を対象路線の改良前の表定速度に加算

したものか、もしくは表１に示された改良後表定速

度そのものかの、いずれか小さい方を対象路線の改

良後の表定速度とする。

Vatarget= Min( Vbtarget+Vaoption-Vboption,Vaoption)[2]

Vatarget :対象路線の改良後表定速度

Vaoption :表１の事例の改良後表定速度

e)単線・複線の別は表１に示した各事例の採否には影

響させないが、対象路線と表１上の事例とで単線・

複線が一致しない場合は、改良単価を2倍もしくは

半分にして調整する。

f)新線建設はいかなる場合も適用可能で、表定速度は

表３に示された値をそのまま使用する。ただし、

260km/h 以上の新線は全幹法に示された新幹線予定

区間のみ選択可とする。また、リニア新幹線は中央

新幹線区間のみ適用可とする。

g)大都市近郊区間では、改良単価が大きく異なる可能

性が高いため、在来線の改良を行わない。

h)東海道新幹線は、既に改良の余地のない段階にまで

達していると考えられるので、改良は行わない。

例えば、表４の作成過程を説明すると次のようになる。

現状では、鳥取 -米子間 92.7km に 62分を要しているた

め、この区間の表定速度Vbtargetは次のように計算できる。

Vbtarget=92.7/(62/60)=89.7km/h [3]

したがって[1]より、表１の事例の改良前表定速度Vboption

については次のような範囲となる。

Vboption≦ 1.1×89.7= 98.7km/h [4]

この区間では、現状において振子式車両使用区間である

ので、表１において「改良前の条件」欄の「振子」欄が「振」

である単価事例のうち、「改良前の条件」欄の「表定速度」

欄、すなわちVboptionが98.7km/h以下である事例を用いる。

　表４の改良選択肢２番は区間所要時間が 58 分となる

ように作成する。参考対象となる事例は複数存在する

が、結果として改良費用が最も小さくなるのは「紀勢線

(和歌山 - 白浜)の高速化試算」の事例である。この事例

に関しては、表１より、改良前の表定速度が86.7km/h、改

良後の表定速度が98.9km/hであるため、[2]を用いて選択

肢作成に用いるための表定速度である Vatargetは次のよう

に計算される。

Vatarget = Min( 89.7+98.9-86.7 , 98 .9 )

= 98.9 km/h [5]

区間長92.7kmを無改良部分28.3kmと改良部分64.4kmに分

け、前者は表定速度 89.7km/h、後者は[5]の結果である

98.9km/h を用いると、全体の所要時間は次のようになる

(端数切り上げ)。

(28.3/89.7+64.4/98.9)×60=58 分 [6]

このときの鳥取 - 米子間の改良費用は以下のように計算

される。表１に示された改良単価は0.81億円/kmである

が、「紀勢線(和歌山-白浜)の高速化試算」が複線電化を

前提としたものであるのに対し、鳥取 - 米子間は単線非

電化であるので、まず0.81億円/kmを半分にした上で改

良延長 64.4km を乗じ、さらに 92.7km 全線にわたる電化

(0.98億円/km)を計上し、次式で求める。

(0.81/2)×64.4+0.98×92.7=117億円 [7]

表４の改良選択肢３番および４番も同様の方法で作成す

るが、区間所要時間を48分（改良選択肢４番）よりも小

さくするには、在来線改良による方法では不可能である

ため、改良選択肢５番以降は新線建設になる。

　新線を建設する場合、表３の新線建設 160km/h では表

定速度が113.1km/hであり、区間全てを新線として建設し

ても所要時間が49分となるため、48分よりも大きくなっ

てしまう。1 段階上の新線建設 260km/h では表定速度が

213.3km/hとなるため、所要時間は27分と計算され、これ

が改良選択肢５番となる。改良費用は表３における新線

建設260km/hに対応する建設単価58.18億円/kmに、建設

延長の92.7kmを乗じた5393.3億円となる。以降の選択肢

も同様にして作成される。

　このような手順で、全区間について表４のように改良

選択肢をそれぞれ作成する。本研究の GA における幹線

鉄道網の表現型(PTYPE)はこの選択肢番号と出発時刻(両

方向)の組合せであるが、遺伝子コード(GTYPE)はPTYPEを

そのまま使用した。したがって、本研究のGAにおける遺

伝子はバイナリ表現ではない。

　また、本研究では費用制約下の組合せ最適化問題であ

るため、以下の制約式を満たす場合にのみ次節で説明す

る評価値を計算し、それ以外については致死遺伝子とし

て取り扱った(評価せずに棄却した)。つまり、本研究の

唯一の制約条件は、「各区間の改良費用の総和が設定され

た費用制約値以下」という条件である。

ｃ≧ Σ( LICin ) [8]
          i 

ｃ :費用制約値

LICin ：区間iにおける改良選択肢がn番の場合の改良費用

　（例えば、表４の「費用」欄の値）

（４）評価方法

　本研究では、乗車時間や待ち時間などを含めた旅客の

実質的な移動時間が少ないほど良い鉄道ネットワークで

あるとの観点から分析を行った。すなわち、都道府県庁

所在都市間のEVTTと全国幹線旅客純流動調査(2005年)の



流動量(鉄道＋航空、秋期平日)とを乗じて総移動時間数

を計算し、これを評価値として使用した。運賃変化や他

の交通機関からの移転、利用者数変化に伴う運行本数の

増減、旅客流動そのものの変化などは考慮していない。

fc = ΣΣ( Ａij EVTTij ) [9]
          i  j

fc : 費用制約cに対する評価値
 (小さいほど良い)

Ａij : ij 間の旅客純流動
EVTTij : ij 間のEVTT

　分析指標として使用したEVTTは、交通機関そのものの

所要時間(乗車時間)、乗継ぎ、ダイヤ構成などを総合的

に表現する指標である。間欠運行している都市間交通の

各便の所要時間が小さく、運行頻度が高いほど小さな値

となる。また各便の所要時間や運行本数が同じ場合で

も、団子運転のような実質的な利便性が低い場合には値

が大きくなる。実際のダイヤに沿って算出することで、

乗継ぎの良否も考慮可能である。算出方法の詳細につい

ては、次節で説明する。

　分析対象とした幹線鉄道網を構成する231区間につい

て前項の方法でそれぞれ改良選択肢を作成するととも

に、主要航空路線とアクセス交通のリンク(改良選択肢

は現況のみ)を加えたネットワークを作成した。また、

各交通結節点における列車(あるいは航空便等)の出発時

刻を5分刻みで変化させた。

　区間ごとの改良選択肢数はそれぞれ異なり、東海道新

幹線や大都市近郊区間などの無改良区間を除くと、最小

２択肢数（計21区間）、最大26択肢数(1区間)であり、最

頻値は３択肢数（計50区間）である。これらの改良選択

肢の組合せを計算すると約5.6×10128通りとなる。

　さらに、本研究ではEVTTという乗継ぎ考慮できる指標

を採用しているため、区間ごとに列車の出発時刻も選択

している（後述の[14]のPhase値の選択）。運行本数は区

間ごとに異なり、M 分間隔で運行されている区間では片

道あたり選択肢数はM/5通り、往復で(M/5)2 通り（例えば

毎時1本運転の場合、往復144通り）の出発時刻に関する

組合せがある。無改良区間を含めた全幹線鉄道区間、主

要航空路線、アクセス交通の全区間について、列車や航

空便等の出発時刻を考慮した。その結果、前述の改良選

択肢の組合せと出発時刻選択の組合せの双方を組み合わ

せることで、計約1.4×10563通りになる。これの中から、

改良の総費用が設定値ｃ以下であり、なおかつ上で述べ

た評価値fcが最小のものをGAにより探索する。このよ

うな問題はナップサック問題と呼ばれ、解析的に最適解

を求めることが難しい。

　ナップサック問題とは、一定の容積を持つナップサッ

ク（袋）と複数の品物（個々の荷物は異なる体積と価値を

持っている）が与えられた時、ナップサックの容積を超

えない範囲で品物をいくつか詰め、ナップサック内の品

物の価値を最大化するという問題である。この問題は多

項式などを用いて解を求めることが困難であることが知

られており、完全な最適解を求めるには全組合せを総当

たりで調べるしか方法がない。

　また、本研究では都市間鉄道網を扱うため、特定の改

良選択肢および列車の出発時刻の組合せの時だけ乗継ぎ

が成功して評価値が良好になる（ナップサックでたとえ

ると、詰める荷物の組合せに応じて、荷物の価値が変化

するような状況）。このため、評価値は選択肢の組合せ

に対して比較的鋭い峰を数多く持つ多峰性関数であるこ

とが予想され、GA を用いたとしても局所解に陥りやす

く、求解は比較的難しい部類であると考えられる。

　1.4×10563通りの全ての組合せについて評価値を計算

することは非現実的なため、本研究では文献 20)等に用

いた GA による計算システム46)の改良版(演算を高速化し

たもの)を用い、実用解を算出した。

　

（５）期待所要時間(EVTT)について

　評価値fcを計算[9]するには、EVTT(期待所要時間)をあ

らかじめ計算する必要がある。EVTT は、次のような考え

方に基づく指標である９）。

　直接結ばれている 2 点間の公共交通利用時の所要時間

D(t)は、公共交通機関が間欠運行であるため、旅行開始

時刻 t によって目的地までに要する時間が変化し、ｔの

関数になる。まず、図２のように一般的には利用する便

ごとに乗車時間が異なっており(ｒ１ ,･･･ ,ｒ４ ,･･･)、各

便の出発時刻(ｓ１ ,･･･ , ｓ４ ,･･･)においては図２の●点

のように示される。

　また、他の時刻ｔを旅行開始時刻とした場合は、次便

までの待ち時間（ｗ１(t) , ･･･ , ｗ４(t) , ･･･）が加わり、

図中の斜め線のようになる。このとき、列車ｎを利用し

ようとした場合の待ち時間は旅行開始時刻ｔによって変

化し、次式で表される。

ｗn(t) = ｓｎ - t (ｓｎ-1＜ｔ≦ｓｎ) [10]

このときの旅行時間 TTｎ(t)はｗn(t)に乗車時間ｒｎが加

旅行の所要時間[ D(t) ] 
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わったものであるため、次式のようになる。

TTｎ(t)=ｒｎ+ｗn(t)=ｒｎ+ｓｎ - t

(ｓｎ-1＜ｔ≦ｓｎ) [11]

旅行開始時刻に対して目的地に最も早く着くことを想定

すると、斜め線のうち実線部分をつなぎ合わせた鋸状の

グラフが時刻に対する所要時間 D(t)の変化を表してい

る。この場合、鎖線部分はより早く到着する便があるの

で利用されない。

D(t) = min( TT１(t) , TT２(t) ,

･･･, TTｎ(t) ) [12]

このノコギリ状のグラフを平均して所要時間相当の指標

としたものがこの 2点間の期待所要時間 EVTT である。T

をEVTT計算のための計測時間帯とすると次式になる。

T

EVTT = (1/T)∫ D(t) dt [13]
0

　EVTTは、各便の所要時間が小さく、運行頻度が高いほ

ど小さな値となり、また各便の所要時間や運行本数が同

じ場合でも、団子運転のような実質的な利便性が低い場

合には値が大きくなる。

　本研究では、幹線鉄道網の各区間では列車は等速度・

等間隔に運行されているという設定をしており、Cycle

を運行間隔、Phase を基準となる時刻からのズレとする

と、ｓｎ は次のように表される。

ｓｎ = ｎCycle ＋ Phase [14]

このとき、直接結ばれる2点間のEVTTは次のようになる。

EVTT = ｒ+ Cycle/2 

(ｒ=ｒ１=ｒ２=･･･) [15]

複数路線を乗継ぐ場合は単純に[15]でEVTTが計算できる

わけではなく、実際のダイヤおよび経路に沿って算出し

なければならない。そこで、最短経路探索手法である

Dijkstra 法に時間軸の概念を導入して計算を行う。

Dijkstra 法では計算対象とするネットワークを構成する

各リンクの所要時間は、リンクの出発側時刻によらず一

定の固定値として計算されることが多い。だが、公共交

通は間欠運行であるため、所要時間は出発時刻により異

なり、[11][12]および図２で示されるように変化する。

　そこで、リンク所要時間を固定値の代わりに出発時刻

の関数として記述し（[14]を[11]に代入した上で[12]を求

める）、出発ノードiと出発時刻tｉを指定した上で、計算

手順そのものは通常のDijkstra法と同じ方法で探索を行

うことで、公共交通に対応した最短経路探索が行えるよ

うになる。このときの到着ノードをjとし、その時の到

着時刻をｔｊとすると、ij 間の公共交通利用時の所要時

間Dij(t)は次のようになる。

Dij(t) = ｔｊ- tｉ [16]

Dij(t)の時刻ｔに沿ったグラフの形状は、経路がｔに

よって変化したり、途中のリンクの運行間隔が異なった

りすることにより、一般的には不規則な鋸型形状をして

いる。ij間のEVTTはこの不規則な鋸型形状を、tｉを細か

く変化させて複数回指定することで具体的に計測し、そ

の結果を使って[13]と同様に求めることができる。

T

EVTTij =(1/T)∫ D ij(t) dt [17]
0

これにより、複数路線を乗継ぐ場合や複数経路を時間帯

によって使い分ける等の状況下でもEVTTを計算できる。

（６）計算システムについて

　本研究では、一連の研究で使用してきた計算システム

を改良するとともに各種設定を見直すことなどにより、

計算を大幅に高速化することで、全国の幹線鉄道網を対

象とした分析を実現することができた。

　GA による解の探索は突然変異と交叉が基本的なオペ

レーションであるが、ごく狭い範囲では逐次改善が可能

な場合があり、確実な評価値改善になるので計算時間短

縮につながる。本研究の場合、列車の発車時刻選択につ

いてはごく狭い範囲では出発時刻を変化させることで待

ち時間を短縮できる可能性があり、逐次改善が行える。

　また、集団サイズも計算精度と計算速度に大きな影響

を与える。集団サイズは大きいと計算精度が向上する可

能性がある反面、計算速度は低下する。通常、集団サイ

ズとしては 50~150 程度がよく用いられるが、一般に最

適な集団数はビット列に応じて指数的に増大すると言わ

れている47）。本研究の場合、逐次改善の対象とした出発

時刻選択を除き、路線改良に関する改良選択肢の組合せ

である約5.6×10128通りを、ビット換算(2進数で表現した

場合の桁数)すると427ビットとなる。このため、集団サ

イズを 100 前後に設定すると計算精度の低下が懸念され

る。そこで、初期集団サイズを425に設定するとともに、

解の探索が進行に伴って使用されない選択肢が明らかに

なってきた場合に集団サイズを縮小し、計算精度を保ち

ながら計算時間の短縮を実現した。

　本研究の場合、厳密な最適解が事前には不明であるた

め、計算をどこかで打ち切らなければならないが、計算

の打ち切り条件も計算時間に影響を与える。従前20)23)は

100 世代にわたって評価値が全く変化しない場合に計算

を打ち切っていたが、探索が進行した段階における新た

な改善は小規模なものが多く、計算時間がかかる割には

ほとんど計算精度は上がらなかった。そこで、打ち切り

条件を「100 世代あたりの評価値の変化率が 0.1%未満と

なった場合、実用解に達したと判断して計算を打ち切

る」とし、計算終了までの世代数を半分程度に削減した。

１つの制約値に対して、このような計算を5 回繰り返し、

最良値を最終的な結果とした。

　本研究のGAによる探索の世代数については500世代程



度であるが、前述のように逐次改善を組み込んでいるた

め、評価値の計算回数は計 4000 万回程度になっている

（さらに、それを5回繰り返している）。なお、単純なGA

では世代数に集団サイズを乗じたものが評価値の計算回

数であり、本研究では世代数は少ないが十分な評価作業

回数を確保している。

　本研究の分析対象は、評価関数が多峰性になることが

予想されたので、やや大きな突然変異率（5%）を採用し

た。また、交叉率については 70%の二点交叉とした。こ

れら設定値については本研究よりも小規模なネットワー

クを使った予備的調査で検討を行った。ランダムサーチ

性を重視して突然変異率をさらに大きくしたり、交叉率

を小さくしたりすると、解の探索効率が低下することが

確認されており、単なるランダムサーチではなく、GAと

しての探索がおこなわれていると考えられる。

　その他、トーナメント方式採用、エリート戦略(10%)併

用とした。計算時間はIntel Visual Fortran 9.1でコンパ

イルしたプログラムをCore 2 Quad (3.6 GHz,4コア並列処

理)、Windows Vista (64bit)の機器で計算した場合、1ケー

スあたり 150 時間程度(後述の図３を作成するために必

要な計算は、のべ約9,000 時間程度)である。

（６）整備費用などのケース設定

　制約式[8]の整備費用制約ｃのケース設定は、表５に

示した計 16 ケースとした。基本計画線を含めた全国の

新幹線計画を完成させるには概ね 35 兆円を要すること

から、それよりもやや大きい値の50兆円を費用制約値の

最大値とした。

　また、各路線の列車の運行周期については60分を基本

とし、最低毎時１本運行とした。すでに毎時1本以上運

行されている区間については、現状と同じ運行本数とし

た。航空路についても同様の設定である。

４．整備費用と総所要時間短縮量

（１）総所要時間短縮量の推移

　図３は、各整備費用cに対する評価値fcを求めた結果

から、2005年におけるEVTTの実測値（前章（５）の方法

で、2005 年における実際の運行ダイヤに基づいて算出）

をもとに[9]の方法で費用0円の際の評価値f0を求め、fc

と f0との差分(総所要時間短縮量)を示したものである。

整備費用が大きくなるほど総所要時間短縮量は増大して

いるが、同時に整備費用あたりの短縮量が小さくなる傾

向があり、整備費用12.5兆円付近を境に急速に伸びが鈍

化し、25兆円付近でほぼ完全に頭打ちとなっている。

　本研究における「整備費用0円」は、図1に示したよう

に整備新幹線については2008年末時点で工事中の区間が

完成した状態である。そこを基準にしても、図３では整

備費用12.5兆円付近までは費用を投入することで総所要

時間が短縮される可能性があることが示されている。す

なわち、整備新幹線の工事が完了したら幹線鉄道網が完

成するわけではなく、さらに整備して改良する余地が

残っていることがわかる。

（２）差し引き便益額の推移

　図３ではどの程度の整備費用の場合に効果が最大にな

るのかが明瞭でないため、本節では総所要時間短縮量を

金額換算し、整備費用を差し引いた値（以下、差し引き便

益額）を使って分析する。まず、総所要時間の短縮量を

文献13)を参考に1分あたり69.4円の率で時間短縮便益に

変換するとともに、これを一定期間分を累計した。本研

究では文献48)において便益の計算期間が30年および50

年とされていることを参考に、累計期間を40年とした。

　図４は上述の方法で計算した結果であるが、整備費用

が40兆円を超えると差し引き便益額が負になり、整備費

用が国民の移動時間短縮という形で回収できなくなるこ

とがわかる。差し引き便益額が最大であるのは、整備費

用が 12.5 兆円の場合であり、その値は約 23.5 兆円であ

る。整備費用が 15 兆円の場合についてもほとんど同じ

結果である(約23.2兆円)。GAが実用解を求める手法であ

ることを考慮すると、これら２つの結果の差違は事実上

無いと考えられる。
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表５　整備費用制約のケース設定

費
用
制
約

  2.5 兆円,   5 兆円,  7.5 兆円,  10 兆円,

 12.5 兆円,  15 兆円, 17.5 兆円,  20 兆円,

  25 兆円,   30 兆円,  40 兆円,   50 兆円 
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　これらのことから、工事中の整備新幹線が完成後、さ

らに 12.5~15 兆円程度の幹線鉄道整備をおこなっても、

整備の効率性を損なうことなく幹線鉄道網の利便性を向

上させることが可能であると考えられる。

（３）整備費用に対する感度分析

　単価等の条件設定は現実的な値とするよう注意した

が、前述のように、本研究のような分析方法は整備費用

の単価設定の影響を受けやすい。そこで、本項では単価

が全体的に20%上昇した場合と20%低下した場合とについ

て図４と同様の分析を行う。

　単価が全体に20%上昇した場合、例えば図３で10兆円

の費用に対応する総所要時間短縮量を得るには、12兆円

を要するようになる。逆に 20%低下した場合は 8 兆円で

済むことになる。このような考え方をもとに差し引き便

益額を再計算して図示したものが図５である。

　図５では、基本の単価設定(太線)に比べて、費用が20%

上昇した場合にはグラフの最大値はやや右に移動すると

ともに高さが若干下がる(15.0兆円の時に最大値21.0兆

円)。逆に20%低下した場合にはグラフはやや左に移動す

るとともに高さが上がる(12.0兆円の時に最大値26.2兆

円)。しかし、その移動の程度はあまり大きくない。

　このことから、±20%程度の費用変化では、「12~15兆円

程度の幹線鉄道整備が良好な結果をもたらす可能性が高

い」という結論を変更する必要はない。

５．計算結果の整備内容内訳

　図４では差し引き便益値が整備費用12.5~15兆円で最

大となっているが、このうち、15兆円の計算結果につい

て、その概要を集計したものが表６である。また、図６

はこの結果の構成比の概要を図示したものであり、図７

は地図上に示したものである（GAの結果としては、区間

ごとの改良選択結果が得られるため、まず図７が作成で

き、これを集計して表６や図６が得られる）。

　整備費用に関して半分以上の約 7.9 兆円を占めるのが

リニア新幹線の建設費である。鉄道会社が建設の意思を

表明している区間だけでなく、全線を建設するような結

果となっている。リニア新幹線については、整備費用10

兆円以下のケースでは全通しておらず、費用12.5兆円で

はじめて全通する。わが国の鉄道ネットワークの中央部

に位置し、超高速運転であることから鉄道ネットワーク

全体の利便性に与える影響がきわめて大きい。

　次いで大きな費用となっているのが従来型の新幹線の

建設であり、約4.0兆円、総延長は約640kmである。ここ

までが全幹法で明確に取り扱える範囲であり、費用15兆

円のうちの約80%を占めている。

　具体的な路線については図７に示されているが、これ

はEVTTの観点から算出されたものであり、運賃変化、列

車の乗車効率（混雑状況）、投資の地域バランス、整備財

源制度の有無、運営会社の事業採算性、国土構造の長期

的変化への配慮などはなされていない。GAの探索結果は

区間ごとに詳細に得られるが、図 7 は作図上の都合で在

来線の改良などは規模の大小が表現されていない。さら

表６ 計算結果概要(15 兆円の場合)

費用[億円] 延長[Km] 区間数

リニア新幹線の建設 78,952 418 4

新幹線新線建設 40,172 640 12

既設新幹線の高速化 10,852 1,894 25

160 km/h対応新線(ｽー ﾊﾟｰ特急)
建設(一部130km/h区間含む)

8,706 246 6

在来線改良事業 7,373 3,263 84

在来線の160km/h化 3,699 658 19
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に、費用制約下における組合せ最適化問題の結果である

ので、費用制約値を変化させた場合に整備内容が鋭敏に

変化してしまう区間が一部に存在する。

　既設新幹線(2008年末で工事中区間を含む)の高速化に

投じられる費用は約 1.1 兆円と比較的小さいが、改良延

長は 1,900km 近くになっており、幹線鉄道網全体の利便

性向上には、既設新幹線の大部分を今以上に高速化する

必要があることがわかる。しかし、既設新幹線の高速化

事業は完全網全体への影響が大きいと考えられるにもか

かわらず、幹線鉄道政策としては明確に取り扱われてお

らず、各鉄道事業者の自主的な事業となっているのが現

状である。

　既設新幹線の高速化と同程度の費用になっているのが

160km/h 運転対応の新線建設である。区間数は 6 カ所と

少ないが、新幹線計画のない比較的人口の多い地域や人

口が少ない地域でも都市間の距離が短い区間などで有効

な選択肢となると考えられる。160km/h~200km/h 程度で

狭軌電車を走行させる方式はスーパー特急と呼ばれ、全

幹法に基づく新幹線整備において将来的にフル企画新幹

線に転換することを前提として暫定的に整備されること

がある。しかし、全幹法に示されていない路線に対して

このような形態の新線を整備する方法がなく、幹線鉄道

整備の盲点となっている。

　在来線の改良事業は総費用 0.7 兆円であるが、改良延

長の累計が3,000km以上にもおよび、区間数も最も多い。

個々の改良事業が鉄道網全体に与える影響こそ小さいも

のの、比較的狭い範囲内での利便性向上に大きな影響を

与えているものと考えられる。在来線の 160km/h 運転化

も含めると在来線の改良に投じられる費用は1兆円を超

え、改良延長も計4,000kmあまりとなる。しかし、これら

を整備するには、現行の幹線鉄道整備の体系では対応で

きず、国庫の補助事業はあるものの、沿線地域が主導的

に改良事業を行わなければならない。

６．わが国の幹線鉄道整備政策に関する考察

　本研究では新幹線建設だけでなく、幹線鉄道の改良を

含めてネットワーク全体に投入する費用と幹線鉄道網上

の総移動時間の短縮量についての分析を行った。その結

果、主要航空路線の存在を考慮しても、なおも12~15兆

円の整備費用を投入することで、総移動時間を大きく減

少させることが可能であり、工事中の整備新幹線が開通

したとしても幹線鉄道網整備が飽和状態になるとは言え

ないことがわかった。また、整備費用が15 兆円を超える

と総所要時間の短縮が急速に頭打ちの傾向になることも

わかった。

　総所要時間を金額換算したものから整備費用を差し引

いた、差し引き便益額を計算した場合、この値が最大と

なる費用も12~15 兆円であり、このときの時間短縮量を

金額換算すると 40年間で約 23 兆円になることがわかっ

た。整備費用 15 兆円という額は小さな値とは言えない

が、大きな社会的便益が発生するものであることや、わ

が国の社会資本整備全体の規模(国費だけで 10 年間で約

80兆円)から見て決して莫大すぎるわけではない。

　また、実際に整備に移されることになったとしても、

①15 兆円のすべてが負担となるわけではなく、現行のス

キーム下で建設する新幹線区間については施設の貸付料

収入が還元されるものであること、②中央リニア新幹線

の東京- 名古屋間については運営会社による投資も見込

まれていること、③現状における新幹線整備への公的投

資額が年間約3000 億円程度であること、などを考慮する

と、このような交通体系を実現するには無限に近いよう

な長期を要するわけではない。

　計算結果の内訳について分析すると、現行の全幹法の

枠組みでは取り扱えない整備内容が少なからず含まれて

いる。例えば、上述した整備費用15兆円のうち、民間主

導で進行しているリニア新幹線の費用を除くと、全国的

な幹線鉄道整備の費用は約 7 兆円となる。現行の全幹法

では、「建設を開始すべき新幹線鉄道の路線を定める基本

計画（以下、基本計画）」に示された路線が整備対象であ

る。また、新幹線鉄道は「主たる区間を列車が二百キロ

メートル毎時以上の高速度で走行できる幹線鉄道」のこ

とであるため、200km/hに達しない鉄道は基本計画に示さ

れた路線であっても全幹法では直接取り扱われていない

（例えば奥羽新幹線計画と並行する山形新幹線など）。こ

のため、現状の運用では全幹法でカバーできるのは、表6

の「新幹線建設」（約4兆円）だけである。他の整備方法

!"!#$%&'()*+,-./01

新幹線 (300km/h以上,リニア含む)

新幹線 (300km/h未満)

160km/h新線(スーパー特急)

在来線部分改良 (～160km/h)

在来線 (無改良)



（約3兆円）は、現行の全幹法が直接想定していない方法

であるが、一部区間については全幹法の対象となる可能

性はある。新幹線鉄道の定義は「主たる区間」を高速走

行することであり、一体整備される路線の一部区間が低

速運転されるような場合、そのような区間を含めて新幹

線鉄道として扱われる。

　だが、在来線を単に高速化するだけの事業は全幹法の

対象ではない。幹線鉄道等活性化事業費補助などもある

が、基本的な視点は地方の事業に対する補助であり、国

土全体にわたる幹線鉄道政策に基づくものではない。実

際に事業を実施するにあたっても、国庫負担率が低く、

事業者負担もあり、補助の年間予算額も小さい49)50)。

　今後の幹線鉄道整備を無駄なく円滑に進めるために

は、全国的な幹線鉄道網整備の対象として単に新幹線建

設だけを取り扱うのではなく、全国的な利便性向上を目

指した各種方策を取り扱える総合的な幹線鉄道整備政策

の立案が必要であると言える。

７．今後の研究課題

　本研究では、都道府県庁所在都市を代表地として分析

を行ったが、面積が大きな都道府県も存在する。個々の

路線の詳細な整備レベルの検討を行うには、生活圏を考

慮した分析などをおこなうことによって、より計算精度

を向上させることも必要と思われる。

　また、本研究では幹線鉄道網の評価基準を期待所要時

間としたが、運賃変化などを考慮するために期待一般化

費用(EVGC)を採用したり、航空や自動車などの交通機関

からの移転、区間ごとの旅客流動の多寡に応じて運行頻

度が変化することなどを考慮した分析も必要である。

　本研究では、費用の投入方法として路線改良による区

間所要時間短縮を取り上げたが、駅構造を改良すること

による乗継ぎ時間短縮という観点も考えられ、投入費用

の一部をこれに充てることも考えられる。

　本研究ではGAを用いて分析をおこなったが、所要時間

だけを取り扱っているにもかかわらず計算時間が大変長

く、これら分析をおこなうには計算のさらなる高速化や

分析手法の転換も必要になってくるものと思われる。　
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遺伝的アルゴリズムを用いた幹線鉄道網構築分析に基づく幹線鉄道政策の課題抽出*

波床　正敏** ・ 中川　大***

　わが国の幹線鉄道網の基本案は40年近く前の全国新幹線鉄道整備法に示されている。このうち、整備新幹

線は完成に近づきつつあるが、在来線幹線に対する方針を含めて、その後の幹線鉄道政策をどのような方針

とするかについては全くビジョンがない。最近になって、中央リニア新幹線を整備する方針が運営会社から

出されたが、このような交通機関の出現は幹線鉄道網の構造を大きく変える可能性がある。しかし、それに

関する議論もあまり行われていない。

　本研究では、幹線鉄道の建設および改良の単価と整備費用総額を設定し、遺伝的アルゴリズムを使って都

道府県間の幹線鉄道網全体として最大限移動時間を減少させるにはどのような整備の組合せが適切であるか

について数値解析を行った。その結果、全幹法に基づく整備新幹線やリニア新幹線整備だけでなく、多数の

小規模な幹線改良を実施することが有効であることがわかった。

A Study on Clarification of Japanese Trunk Railway Policy Problem Based on a Search for an Efficient 
Network by Genetic Algorithm*

By　Masatoshi HATOKO** and Dai NAKAGAWA***

The basic policy for Japanese trunk railway network was established in almost 40 years ago. The second-
phase Shinkansen projects based on this policy are nearing completion, but there is no clear vision for future 
trunk railway network policy including conventional traunk railways. In recent months, MAGLEV project has 
been just started by Central Japan Railway Company, however, must change the structure of Japanese trunk rail 
network, but few discussions are held about this matter.

In this study, we made a numerical analysis with Genetic Algorithm for searching the best combination of 
railway constructions and reconstructions at a viewpoint of minimizing of traveling time on trunk railway 
network under a certain cost constrait. As a result,  we found a policy with many small projects of improving 
trunk lines to be a better policy than with only Shinkansen constructions.


